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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第１四半期連結
累計期間

第69期
第１四半期連結
累計期間

第68期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 90,712 94,708 395,249

経常利益 （百万円） 1,664 1,659 9,838

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,067 1,057 5,515

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,915 1,251 7,567

純資産額 （百万円） 52,943 55,889 55,906

総資産額 （百万円） 157,603 172,557 179,088

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 11.39 11.28 58.80

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 33.5 32.3 31.2

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げによる駆け込み需要の反動によって、住宅

関連投資などの耐久消費財分野に影響が出た一方で、個人消費は賃金上昇などを背景に全体としては堅調な推移と

なりました。また、設備投資は公共投資や外需が下支えとなり拡大傾向に推移しました。

当社グループを取り巻く事業環境においては、国内生産財分野では、政府の補助金や景況感の改善を受けた設備

の更新投資が進み、自動車関連産業を中心に需要が高まりました。海外生産財分野では、米国経済が製造業を中心

に好調を維持し、ＡＳＥＡＮ地域では設備更新需要の回復の兆しが見え始め、また中国においてはＥＭＳ関連での

設備需要が加わるなど全体として回復基調で推移しました。消費財分野では、天候の影響により季節関連商品が不

調でしたが、消費増税による買い控えが限定的であったこともあり個人消費意欲は底堅く、前年を上回る状況とな

りました。

このような状況下、当社グループは、当期を2年目とする３ヵ年中期経営計画『Ａ.Ａ.１５（ダブルエー・イチ

ゴー）』の方針に基づき、新たな成長戦略を描き企業価値の一層の向上に取り組んでまいりました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、94,708百万円（前年同期比4.4％増）となりました。利益面

につきましては、営業利益は1,563百万円（同、8.8％増）、経常利益は1,659百万円（同、0.3％減）、四半期純利

益は1,057百万円（同、1.0％減）となりました。

 

セグメント別の概況は、次のとおりであります。

 

［生産財関連事業］

〔国内生産財事業〕

機械事業部では、国内向け設備の更新需要の高まりを受けて受注は前年同期を上回る実績で推移しましたが、

引渡しが第２四半期以降となる契約が多く、売上高としては前年同期を下回りました。その結果、機械事業部の

売上高は9,988百万円（前年同期比3.3％減）となりました。

機工事業部では、自動車関連産業を中心に切削工具など機械周辺機器の需要が増加したほか、工場内物流機器

や環境機器も前年同期を上回りました。その結果、売上高は28,459百万円（同、8.4％増）となりました。また、

国内生産財事業全体では、売上高は38,448百万円（同、5.1％増）となりました。

 

〔海外生産財事業〕

米国では好調を維持したほか、ＡＳＥＡＮ地域での回復の動きや中国でのＥＭＳ関連の新規設備の受注もあ

り、総じて前年同期を上回る業況を維持しました。その結果、国際事業本部の売上高は21,322百万円（前年同期

比6.0％増）となりました。

 

［消費財関連事業］

〔住建事業〕

消費増税の反動や住宅用太陽光発電の補助金制度の終了などもあり厳しい状況となりましたが、増税前受注案

件の売上やリフォーム市場の開拓を推し進めたことにより、売上高は14,246百万円（前年同期比0.6％増）となり

ました。

 

〔家庭機器事業〕

天候の影響により、季節商品の代表格である扇風機は前年同期を下回る出荷となりましたが、調理家電、照

明、レジャー、エクステリア、園芸などの幅広い分野で前年同期を上回りました。その結果、売上高は19,177百

万円（前年同期比4.8％増）となりました。
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（２）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における連結総資産は、前連結会計年度末に比べ6,530百万円減少し、172,557百万

円となりました。これは、受取手形及び売掛金の減少（7,251百万円）、有価証券の減少（3,500百万円）と商品及

び製品の増加（3,543百万円）が主な要因であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ6,513百万円減少し、116,667百万円となりました。これは、支払手形及び買掛

金の減少（5,291百万円）、未払法人税等の減少（2,432百万円）及び退職給付に係る負債の増加（560百万円）が主

な要因であります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ17百万円減少し、55,889百万円となりました。以上の結果、自己資本比率は

前連結会計年度末の31.2％から32.3％と1.1ポイント向上いたしました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 93,840,310 93,840,310
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 93,840,310 93,840,310 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

 
平成26年４月１日～
平成26年６月30日

 

－ 93,840 － 7,909 － 1,980

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿等の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をし

ております。

 

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　43,700
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　93,772,900 937,709 －

単元未満株式 普通株式　　　　23,710 － －

発行済株式総数 93,840,310 － －

総株主の議決権 － 937,709 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数には、証券保管振替機構名義の株式2,000株及び株主名簿上は当社名義

となっておりますが、実質的に所有していない株式2,000株を含めております。

　なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の株式に係る議決権の数20個を含めております。ただし、株主名簿

上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式に係る議決権の数20個は含めておりません。

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社　山善

大阪市西区立売堀

二丁目３番16号
43,700 － 43,700 0.04

計 － 43,700 － 43,700 0.04

　（注）上記の他、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株あります。

　なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 30,631 30,534

受取手形及び売掛金 96,949 89,698

有価証券 6,500 3,000

商品及び製品 18,062 21,605

繰延税金資産 1,106 745

その他 3,215 3,080

貸倒引当金 △595 △556

流動資産合計 155,870 148,106

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,976 3,920

機械装置及び運搬具（純額） 192 175

工具、器具及び備品（純額） 309 346

土地 5,334 5,332

その他（純額） 291 195

有形固定資産合計 10,104 9,971

無形固定資産 1,788 2,294

投資その他の資産   

投資有価証券 9,488 10,355

破産更生債権等 527 600

退職給付に係る資産 24 24

繰延税金資産 252 230

その他 1,688 1,700

貸倒引当金 △656 △727

投資その他の資産合計 11,324 12,184

固定資産合計 23,217 24,450

資産合計 179,088 172,557
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 105,232 99,940

短期借入金 2,227 2,225

未払法人税等 2,542 109

賞与引当金 2,432 1,207

商品自主回収関連費用引当金 18 18

その他 6,444 8,331

流動負債合計 118,898 111,833

固定負債   

退職給付に係る負債 3,052 3,612

繰延税金負債 40 39

その他 1,190 1,181

固定負債合計 4,283 4,834

負債合計 123,181 116,667

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,909 7,909

資本剰余金 6,081 6,081

利益剰余金 40,332 40,121

自己株式 △16 △16

株主資本合計 54,307 54,096

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,769 3,264

繰延ヘッジ損益 196 10

為替換算調整勘定 543 314

退職給付に係る調整累計額 △2,031 △1,927

その他の包括利益累計額合計 1,478 1,662

少数株主持分 120 130

純資産合計 55,906 55,889

負債純資産合計 179,088 172,557
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 90,712 94,708

売上原価 79,257 82,656

売上総利益 11,455 12,052

販売費及び一般管理費 10,018 10,488

営業利益 1,437 1,563

営業外収益   

受取利息 348 387

受取配当金 141 76

その他 85 40

営業外収益合計 575 504

営業外費用   

支払利息 337 390

その他 10 18

営業外費用合計 347 408

経常利益 1,664 1,659

特別利益   

固定資産売却益 0 5

投資有価証券売却益 7 0

関係会社株式売却益 9 -

特別利益合計 17 5

特別損失   

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益 1,681 1,664

法人税、住民税及び事業税 198 161

法人税等調整額 404 434

法人税等合計 602 595

少数株主損益調整前四半期純利益 1,078 1,068

少数株主利益 10 11

四半期純利益 1,067 1,057
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,078 1,068

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 220 495

繰延ヘッジ損益 82 △186

為替換算調整勘定 534 △230

退職給付に係る調整額 - 103

その他の包括利益合計 837 182

四半期包括利益 1,915 1,251

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,901 1,241

少数株主に係る四半期包括利益 14 9
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属

方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、従業員の平均残存勤務期間に近

似した年数に基づく単一の割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間毎の金額を反映した単一の加重平

均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期

連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が803百万円増加し、利益剰余金が518百万円減

少しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ

35百万円増加しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　　偶発債務

　　金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

当社グループ社員（住宅資金借入の保証） 21百万円 当社グループ社員（住宅資金借入の保証） 19百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

減価償却費 210百万円 276百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月８日

取締役会
普通株式 750 8.00 平成25年３月31日 平成25年６月６日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月８日

取締役会
普通株式 750 8.00 平成26年３月31日 平成26年６月９日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）
 

 報告セグメント 調整額 (注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

     

消去等
前計

消去等

   

計
その他
(注)１

 生産財関連事業 (注)4 消費財関連事業 (注)4

 
国内
生産財

海外
生産財

住建 家庭機器

売上高          

外部顧客への売上高 36,593 20,122 14,165 18,302 89,184 1,528 90,712 － 90,712

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 332 － － 332 2,174 2,507 △2,507 －

計 36,593 20,455 14,165 18,302 89,516 3,703 93,220 △2,507 90,712

セグメント利益 667 762 274 348 2,053 △614 1,438 △1 1,437

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）
 

 報告セグメント 調整額 (注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

     

消去等
前計

消去等

   

計
その他
(注)１

 生産財関連事業 (注)4 消費財関連事業 (注)4

 
国内
生産財

海外
生産財

住建 家庭機器

売上高          

外部顧客への売上高 38,448 21,322 14,246 19,177 93,194 1,513 94,708 － 94,708

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 271 － － 271 2,576 2,847 △2,847 －

計 38,448 21,593 14,246 19,177 93,466 4,089 97,556 △2,847 94,708

セグメント利益 670 703 285 396 2,054 △474 1,579 △16 1,563

（注）１．「調整額　その他」の区分は、事業セグメントに識別されない構成単位であるイベント企画等の

サービス事業及び本社部門であります。

２．セグメント利益の「調整額」の主な内容は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

「その他」に含まれる各報告セグメント
に帰属しない全社費用

△691 △545

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．「生産財関連事業」は、工作機械、機械工具等の供給を通じて「モノづくり」をサポートする事

業分野、「消費財関連事業」は、住宅設備機器、ホームライフ用品等の供給を通じて「快適生活空

間づくり」を提案する事業分野であります。
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２．報告セグメントの変更等に関する情報

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法

を、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく単一の割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払

見込期間毎の金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第１四半期連結累計期間のセグメント利益が、「調整

額　その他」の区分で35百万円増加しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 11円39銭 11円28銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 1,067 1,057

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,067 1,057

普通株式の期中平均株式数（千株） 93,796 93,796

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【その他】

　平成26年５月８日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議しております。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　750百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　８円00銭

（ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・　平成26年６月９日

（注）平成26年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成26年８月１日

株　式　会　社　山　 善   

取　締　役　会　御　中   

 

 有限責任監査法人　ト ー マ ツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　田　　美　樹 　　㊞  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　口　　弘　志 　　㊞  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙　見　　勝　文 　　㊞  

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社山善の

平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平成26年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社山善及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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